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 2-3 上位・関連計画の整理 

 2-3-1 港湾・物流に関する上位･関連計画 

  (1) 港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針（国土交通

省） 

   1) 基本方針の変更経緯（既定計画以降～平成26年 1月） 

基本方針は、港湾法第3条の2の規定により、国土交通大臣が作成しました。 

「国の港湾行政の指針」、「個別の港湾計画を策定する際の適合すべき基準」として

の役割を担っています。 

1974 年の基本方針の告示以降、その時々の情勢変化に対応するために変更されてき

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-1 基本方針の変更経緯（既定計画以降～平成26年1月） 

   2) 直近の変更内容（平成26年 12月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-2 直近の変更内容（平成26年 12月）  

○国際コンテナ物流を取り巻く情勢
ほか新たな施策の展開

背景

○国際戦略港湾の港湾運営会社に対する
政府の出資制度の創設

○国際戦略港湾の埠頭近傍の倉庫に対する
無利子貸付制度の拡充

◆ 「基幹航路の維持・拡大」の必要性
◆ 国・港湾管理者・民間の協働体制構築と課題への対応
◆ 港湾運営会社の財務基盤の強化
◆ 新たな貨物需要の創出に資するロジスティクス・ハブ機能強化

基本方針の変更内容

港湾法改正（2014年7月1日施行）

○民有護岸等に対する無利子貸付制度の創設

○戦略的な維持管理の推進

◆ 燃料供給用民間係留施設の耐震改良の必要性
◆ 大規模地震対策施設に係る民有護岸等の改良促進

◆ カスケード現象によるコンテナ船の大型化
◆ 外内貿コンテナの一体的な取扱い
◆ 港湾における津波避難対策策定の促進

◆ 戦略的維持管理・更新の取組

インフラ長寿命化基本計画等の策定

その他
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  (2) 戦略港湾政策 

   1) 国際コンテナ戦略港湾 

国際コンテナ戦略港湾の目的は、国際基幹航路（北米航路、欧州航路）の我が国へ

の寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、日本経済の国際競争

力強化、雇用と所得の維持・創出を図ることです。 

国産コンテナ戦略港湾には、京浜港（東京港、川崎港、横浜港）と阪神港（大阪港、

神戸港、）が選定され、基幹航路貨物を両港に集約する施策が推進されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-3 国際コンテナ戦略港湾の概要 

  

主な個別施策政策目的 政策目標

国際基幹航路の我が国への
寄港を維持・拡大

2014年から概ね5年以内

2014年から概ね10年以内

我が国立地企業の物流を支え、
立地環境を向上

• 欧州基幹航路の寄航を週3便に増やす
• 北米基幹航路のデイリー寄港を

維持・拡大する。
• アフリカ、南米、中東・インドなど、

現状の寄港が少ない航路の誘致を進める。

• グローバルに展開する我が国立地企業の
サプライチェーンマネジメントに資する
多方面・多頻度の直航サービスを充実する。

我が国経済の国際競争力の強化

国際コンテナ戦略港湾への「集貨」

国際コンテナ戦略港湾背後への
産業集積による「創貨」

国際コンテナ戦略港湾の「競争力強化」

１）国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に
対する集貨支援

２）国際コンテナ戦略港湾における積替機能
強化のための実証

１）国際コンテナ戦略港湾背後に立地する
物流施設整備に対する支援の拡充

１）コンテナ船の大型化や取扱貨物量の増大に
対応するための、大水深コンテナターミナル
の機能強化

２）国際コンテナ戦略港湾のコスト削減、
利便性向上のための取組みの推進

３）国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に
対する国の出資

雇用と所得の維持・創出
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   2) 国際バルク戦略港湾 

国際バルク戦略港湾は、産業・生活に必要不可欠な資源・エネルギー・食料の安定

的・安価な輸入の実現に資することを目的とした政策です。 

大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、国全体とし

て安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送網の形成を図ることを目指してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-4 国際バルク戦略港湾の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：交通政策審議会第59回港湾分科会資料(国土交通省港湾局、平成27年3月） 

図 2-3-5 国際バルク戦略港湾の施策展開イメージ 

  

選定港湾 具体的な取組の例政策目標政策目的

アジアの主要港湾と遜色のない
物流コスト・サービスを実現

2015年までに、現在主力と
なっている輸送船舶に対応

2020年までに、最大級の
輸送船舶に対応

必要不可欠なエネルギー等の
物資の安定・安価な供給

• 穀物：パナマックス船（14m程度）
• 鉄鋼石：ケープサイズ船（19m程度）
• 石炭：パナマックス船（14m程度）

※かっこ内は満載での入港に必要な岸壁水深

穀物

鉄鉱石

石炭

• 鹿島港
• 志布志港
• 名古屋港
• 水島港
• 釧路港

• 木更津港
• 水島港・福山港

• 徳山下松港・宇部港
• 小名浜港

• 穀物：ポストパナマックス船（17m程度）
• 鉄鉱石：VLOC（23m程度）
• 石炭：ケープサイズ船（19m程度）

※かっこ内は満載での入港に必要な岸壁水深

ばら積み貨物の海上
輸送網の拠点となる港湾
の機能強化

企業間連携による大型船を
活用した共同輸送の促進

• 大型船に対応した国際
物流ターミナルの整備等

• 荷捌き施設等の整備
に対する補助

• 税制特例措置
• 港湾管理者を通じた

財政投融資の活用
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   3) 木更津港の国際バルク戦略港湾計画 

木更津港が国際バルク戦略港に指定されており、千葉港は連携港湾のひとつです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国際バルク戦略港湾選定に向けた計画書（千葉県、平成23年1月） 

図 2-3-6 木更津港の国際バルク戦略港湾計画 
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資料：国際バルク戦略港湾選定に向けた計画書（千葉県、平成23年1月） 

図 2-3-7 木更津港の国際バルク戦略港湾計画  
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  (3) 京浜港の総合的な計画  

「京浜港の総合的な計画」（平成 23 年 9 月）は、京浜三港の連携を深め国際競争力

強化に向けた取り組みを推進していくために、平成40年代前半を目標年次として策定

されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都 港湾局HP 

図 2-3-8 京浜港の総合的な計画の目標 
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京浜港では以下の貨物集荷策や港湾機能の充実強化等の基本戦略により、目指すべ

き姿を実現することとしています。 

 コンテナ貨物集荷策の展開 

 完成自動車及び在来ふ頭の取扱維持・活性化策の展開 

 使いやすい港づくりの推進 

 物流機能における施設配置の考え方 

 コンテナターミナルの施設配置等 

 公共在来ふ頭の施設配置等 

 三港の連携を強化する交通体系のあるべき姿 

 京浜港の災害対策 

 広域的な課題への的確な対応 

 京浜港の一体的な経営の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都 港湾局HP   

図 2-3-9 京浜港のコンテナ貨物集荷イメージ 
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  (4) 総合物流施策大綱（2013-2017） 

政府における物流施策や物流行政の指針を示し、関係省庁が連携して総合的・一体

的な物流施策の推進を図るものとして、平成25年 6月 25日に閣議決定されました。 

港湾における今後の方向性・取組として、「船舶の大型化に対応した港湾機能の強化」、

「コンテナターミナル周辺の渋滞対策」、「地震・津波対策の推進」等が掲げられていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「総合物流施策大綱（2013－2017）概要」（国土交通省） 

図 2-3-10 総合物流施策大綱における今後の方向性と取組 
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 2-3-2 人流・交流に関する上位・関連計画 

  (1) 明日の日本を支える観光ビジョン（観光庁） 

観光先進国の実現に向けて策定された施策案となっており、下記の事項を目標とし

ています。 

 

 

 

 

 

 

港湾に関連する施策としては、「クルーズ船受入の更なる拡充」として、訪日クルー

ズ旅客を2020年に500万人、日本の各地をカジュアルからラグジュアリーまで幅広く

対応したクルーズデスティネーションにすることを目標に、クルーズ船受入環境の緊急

整備等が図られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：明日の日本を支える観光ビジョン（観光庁、平成28年3月） 

図 2-3-11 施策「クルーズ船受入の更なる拡充」のもと目指すべき将来像 
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 2-3-3 防災に関する上位・関連計画 

  (1) 首都直下地震緊急対策推進基本計画 

首都中枢機能の維持を始めとする首都直下地震に関する施策の基本的な事項を定め、

円滑かつ迅速な首都直下地震対策を図ることを目的として、平成27年 3月に閣議決定

されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府HP 

図 2-3-12 首都直下地震緊急対策推進基本計画の概要 

  



43 

 

首都直下地震緊急対策推進基本計画は、「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」

が検討した都心南部直下地震とその被害想定に基づき策定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：首都直下地震の被害想定と対策について（中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ、 

平成25年12月） 

図 2-3-13 都心南部直下地震の震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：首都直下地震の被害想定と対策について（中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ、 

平成25年12月） 

図 2-3-14 都心南部直下地震による建物被害、人的被害  
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  (2) 千葉県地域防災計画 

千葉県地域防災計画は、県内の防災関係機関がその全機能を発揮して県民の生命、

身体及び財産を災害から守るための対策を定めた計画です。 

千葉港は、被災直後の緊急物資及び避難者の海上輸送に充てるため、耐震強化岸壁、

港湾緑地の整備により港湾機能の確保に努めることとされています。 

計画内容については随時見直しが行われており、直近の見直し（平成27年3月）で

は、①大規模広域災害に備えた防災力の強化、②人命の保護を最優先とした避難対策の

強化、③避難から生活再建までの被災者の支援体制の充実、の3点がポイントとなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 減災を重視した防災対策 

災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を 

防災対策の基本理念とする。 

 地域防災力の向上 

家族や地域等との連携、民間団体等と県・市町村との連携等を重要視し、 

自助・共助・公助が一体となる取り組みを推進し、防災力の向上を図る。 

 要配慮者及び男女共同参画の視点 

高齢者や障害者等の要配慮者の視点に立った災害対策を図る。 

防災に関する政策・方針決定過程や防災現場への女性の参画を拡大し、 

被災時における男女のニーズの違い等、男女双方の視点に配慮した 

災害対策を進める。 

 計画に基づく施策の推進及び見直し 

施策の効果的な推進に努めるとともに、定期的に点検・検証を行い、 

随時見直しを行っていく。 

計画の基本的な考え方 
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  (3) 千葉県石油コンビナート等防災計画 

「千葉県石油コンビナート等防災計画」は、千葉県石油コンビナート等特別防災区

域に係る災害の発生及び拡大防止等のために定められたものです。 

昭和 52 年 5 月に策定されて以降、状況変化等に対応して 19 回の修正がされていま

す。 

直近では、平成 26 年 3 月に修正がされ、「危険物施設の津波対策の追加」、「防災対

策に係る各種通知の反映」が行われました。 

 

・計画の構成及び内容 

① 総説 

防災計画の目的、基本方針、特別防災区域の範囲や、防災関係機関が災害発

生時に処理すべき事務または業務の大綱を定めています。 

② 災害想定 

災害想定を行う対象施設を定め、平常時の事故や地震によって起こりうる災

害事象の抽出とそれによる被害の想定を行っています。 

③ 計画 

想定される事故や地震に対する予防策や、災害時の応急対策、公共施設の復

旧方策等が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千葉県石油コンビナート等防災計画（千葉県石油コンビナート等防災本部、平成26年3月） 

図 2-3-15 千葉県石油コンビナート等特別防災区域 
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  (4) 臨海部防災拠点マニュアル 

臨海部防災拠点マニュアル（国土交通省）は、臨海部における防災拠点の整備の促

進、有効活用を図ることを目的として、計画、整備、管理・運用の基本的な考え方等に

ついて整理したものです。 

平成28年 3月に改訂され、地域の防災ニーズや港湾ごとの特性を踏まえた防災拠点

となるよう計画の考え方を見直すとともに、防災訓練・災害協定等の平時からの取り組

み等、管理・運用面に係る記載が拡充されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：臨海部防災拠点マニュアルの改訂（国土交通省、平成28年3月） 

図 2-3-16 臨海部防災拠点マニュアルの改訂に伴う変更 
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 2-3-4 千葉県の計画 

  (1) 新 輝け！ちば元気プラン（千葉県総合計画） 

「新 輝け！ちば元気プラン」（平成25年 10月）は、平成22年に策定された総合計

画「輝け！ちば元気プラン」を改訂し、平成 31 年度の目標と、平成 25 年度から平成

28年度までの4年間に重点的に取り組む施策を示しています。 

 

   1) 基本理念 

・ 『千葉は元気の発信源。首都圏、そして日本をリードし、県民が「くらし満足

度日本一」を感じ、誇れる千葉を実現します。』 

 

   2) 基本目標 

・ 安全で豊かなくらしの実現 

・ 千葉の未来を担う子供の育成 

・ 経済の活性化と交流基盤の整備 

 

   3) 背景･課題 

・ 人口減少・少子高齢化 

・ 大規模災害等を見据えた防災・危機管理 

・ 経済・社会のグローバル化 

・ 安全・安心・治安 

・ 環境保全・持続可能性 

・ 地方自治 

・ ICT（情報通信技術）の進展 

・ 広域道路ネットワークの形成や2020年東京オリンピック・ 

パラリンピック開催を踏まえた地域振興 
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   4) 重点的に取り組む政策・施策項目 

港湾に関連のある、防災や社会資本整備、企業立地といった施策は下記のとおりで

す。 

 

・ 自助・共助・公助が連携した防災先進県づくり 

 地域防災力の向上 

 災害に強いまちづくりの推進 

 東日本大震災からの復旧・復興 

 

・ みんなで守り育てる環境づくり 

 豊かな自然環境と良好な大気・水環境の保全 

 

・ 千葉の輝く魅力づくり 

 国際交流の推進と海外取引・外国人の誘客の促進 

 東京湾アクアラインと圏央道が拓く魅力ある地域づくり 

 

・ 挑戦し続ける産業づくり 

 県経済の活力を生み出す産業の育成と企業立地促進 

 

・ 豊かな生活を支える食と緑づくり 

 戦略的な産地強化と高収益型農林水産業への転換の促進 

 緑豊かで活力ある農山漁村づくりの推進 

 

・ 活力ある県土の基盤づくり 

 交流基盤の強化 

 社会資本の充実と適正な維持管理 

 

 

  



49 

 

  (2) 千葉県地方創生「総合戦略」 

千葉県地方創生「総合戦略」（平成27年 10月）は、千葉県総合計画「新 輝け！ち

ば元気プラン」の下、県民の生活の満足度の向上に向けた取組を加速し、次期総合計画

へ展開していくものです。 

本戦略では、急激な人口減少の歯止めと地域経済の活性化を図るとともに、持続可

能な地域社会の確立のため、総合戦略Ⅰ「東京オリンピック・パラリンピックを契機と

した『世界中から人々がやってくるCHIBA』づくり」と、総合戦略Ⅱ「地方創生の実現

に向けた千葉づくり」を着実に推進することにより、千葉県ならではの地方創生に取り

組むこととしています。 

千葉港においては、大型船舶に対応した水深-12m の耐震強化岸壁の整備を進めると

ともに、港湾の利用促進を図るためポートセールスを推進し、物流機能の充実・強化を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-17 千葉県地方創生「総合戦略」 
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  (3) 明日のちばを創る！産業振興ビジョン 

「明日のちばを創る！産業振興ビジョン」（平成 26 年 3 月）では、千葉県の未来を

支える産業の育成と振興に向けて、推進していく施策を示しています。 

 

   1) 策定の背景 

 人口減少社会の到来と少子高齢化の進行 

 製造業の海外シフト（国内産業の空洞化）  

 国内コンビナートの事業再編・集約化の動き 

 

   2) 重点施策 

 京葉臨海コンビナートの競争力強化 

 健康長寿産業の育成と振興 

 戦略的な企業誘致の推進 

 地域活性化の好循環を生み出す地域資源の活用 

 起業・創業の活発化 

 

   3) 「京葉臨海コンビナートの競争力強化」で取り組む方策 

 新たな設備投資を促すための緑化規制の見直し 

   緑化規制により、新たな設備投資の敷地スペースの確保が 

   困難となっているため、緑化規制の見直しを進める市への支援を行う。 

 立地企業の競争力強化につながる再投資支援 

   県内事業所へ事業を集約する場合の設備投資や、製造ノウ 

   ハウ・研究開発の拠点となるマザー工場化、事業高度化に 

   向けた設備投資などに対する新たな支援制度を創設する。 

 工業用水の安定供給と受水企業の負担軽減 

   工業用水の料金引き下げを実施し、受水企業の生産コストの 

   低減を図る。 
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  (4) 第 2次観光立県ちば推進基本計画（平成26年 3月） 

「第2次観光立県ちば推進基本計画」（平成26年 3月）は、「千葉県観光立県の推進

に関する条例」第９条に基づき、観光立県千葉の実現に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るために策定された中長期計画です（計画期間は平成30 年度まで）。 

 

表 2-3-1 第 2次観光立県ちば推進基本計画における数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第2次観光立県ちば推進基本計画（千葉県商工労働部、平成26年3月） 

 

   1) 千葉港に関連する主な取り組み 

 千葉の海を活用したニューツーリズム（スポーツ、釣り等）の推進 

 海上・水上交通を活用した観光振興 

 港湾・海上ネットワークの整備 
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   2) 「ベイエリア地域」の観光戦略 

 まち歩き観光の推進 

 ボランティアガイドの拠点や人出不足の解消のため、担い手のネットワー

ク化を図る。 

 鉄道会社やバス会社と連携し、食べ歩きなど女性やファミリー層も楽しめ

る取組を進める。 

 産業観光の推進 

受入企業の確保や、行政・企業間、企業同士の連携の促進。 

魅力的な施設や体験活動を掘り起こし、ＰＲを強化。 

企業とホテルなどが連携できる仕組みづくり。 

 海辺や歴史・文化資源の活用推進 

海辺の資源を活用し、歴史資源と近代的な観光資源を組み合わせ、シニア層だけ

でなく、ファミリー層へのＰＲに取り組む。 

 グルメを生かした観光の推進 

道の駅、パサール幕張などを活用した情報発信により、 「江戸前」など地域のブ

ランドグルメの周知を図る。 

※ベイエリア地域は、浦安市、市川市、船橋市、習志野市、八千代市、四街道市、

千葉市 
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 2-3-5 千葉港所在市の総合計画 

  (1) 市川市総合計画Ｉ＆Ｉプラン21、市川市第二次基本計画 

市川市では、「市川市総合計画Ｉ＆Ｉプラン21」（平成12年 12月）で四半世紀後（平

成37年）の将来都市像と目標を定め、「市川市第二次基本計画」（平成23年 4月）でそ

の将来像実現のために平成23～32年度に行う基本的な施策を定めています。 

 

   1) 基本理念 

・ 『ともに築く 自然とやさしさがあふれる 文化のまち いちかわ』 

 

   2) 基本目標 

・ 真の豊かさを感じるまち 

・ 彩り豊かな文化と芸術を育むまち 

・ 安全で快適な魅力あるまち 

・ 人と自然が共生するまち 

・ 市民と行政がともに築くまち 

 

   3) 施策の方向（港湾に関連する内容） 

・ 産業を振興し、活力あるまちをつくります 

 持続可能な漁業環境及び経営・流通環境の整備 

 市民と共存する都市型水産業の振興 

・ 自然を大切にし、やすらぎと潤いのあるまちをつくります 

 水辺の環境の保全、三番瀬の再生・保全 

 親しみのある水辺空間の創造 
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  (2) 船橋市総合計画、船橋市総合計画後期基本計画 

船橋市では、「船橋市総合計画」（平成 12 年 4 月）において平成 32 年を目標年次と

定め、平成24～32年度に行う目標実現のための基本的な施策を「後期基本計画」（平成

24年 3月）において定めています。 

 

   1) まちづくりの目標 

・ 『生き生きとしたふれあいの都市・ふなばし』 

 

   2) 分野別計画 

・ 「いたわりあい」と「支えあい」の心に満ちたまち 

・ いつも身近に「安らぎ」が感じられるまち 

・ 文化を育み「豊かな心」と「生きがい」が実感できるまち 

・ 活気あふれる「生き生き」とした暮らしのあるまち 

・ 都市の活力を生み発展し続けるまち 

・ 新時代をひらく「創意」と「意欲」にあふれるまち 

 

   3) めざすまちの姿 

・ 住んでよかった、住み続けたいと思われるための必需性の高いプラン 

 非常時への備えのあるまち 

 安心して暮らせるまち 

 未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 笑顔があふれる子育てのまち 

 

・ 一層の発展に向けて「ふなばし」の付加価値を高めるプラン 

 人が集まる元気なまち 

 市民に愛され、育まれるまち 
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   4) 主な政策・施策（港湾に関連する内容） 

・ 自然と共生したまちづくり 

 三番瀬の保全・再生 

・ 市民の安全・安心を守る災害対応の充実 

 防災意識・災害対応力の向上 

 都市防災機能の向上 

・ 漁業の振興 

 漁業生産の安定化 

 市民に親しまれる漁業の促進 
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  (3) 習志野市長期計画 

「習志野市長期計画」（平成 26 年 3 月）は平成 37 年度を目標年次として策定され、

基本構想、基本計画、実施計画がとりまとめられています。 

 

   1) 将来都市像 

・ 『未来のために ～みんながやさしさでつながるまち～ 習志野』 

 

 

   2) 将来都市像を実現するための目標 

・ 支え合い・活気あふれる「健康なまち」 

・ 安全・安心「快適なまち」 

・ 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」 

 

   3) 重点プロジェクト 

・ 公共施設の再生 

・ 財政健全化 

・ 協働型社会の構築 

 

   4) 主な施策 

・ ともに安心を築く危機管理・安全対策の推進 

 危機管理の推進 

 地域防災計画の推進 

・ 自然と調和する環境づくりの推進 

 谷津干潟の保全・活用 
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  (4) 千葉市新基本計画 

「千葉市新基本計画」（平成24年 3月）は、10年・20年後を見据えた中長期的な市

政運営の基本方針として策定されました。 

 

   1) 前提となる考え方 

・ みんなで進めるまちづくり 

・ 未来へつなぐ計画的なまちづくり 

・ 個性や魅力を高めるまちづくり 

 

   2) 課題 

・ 人口減少社会への対応 

・ 少子超高齢社会への対応 

・ 環境問題への対応 

・ グローバル社会への対応 

・ 自立・分権型都市経営 

 

   3) まちづくりの方向性（政策） 

・ 豊かな緑と水辺を活かした、自然とともに生きるまちへ 

・ 支えあいが安らぎを生む、あたたかなまちへ 

・ 豊かな心が育ち、新たな価値が生まれるまちへ 

・ ひと・モノ・情報がつながる、生活基盤の充実した安全で快適なまちへ 

・ 人が集い働く、魅力と活力にあふれるまちへ 
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   4) 施策展開の方向性（港湾に関連する内容） 

・ 豊かな自然を守り、はぐくむ 

 やすらぎとにぎわいのある海辺の創出 

 

・ 緑と花のあふれる都市空間を創る 

 公園緑地の充実 

 

・ 環境に配慮した低炭素・循環型社会を創る 

 良好な生活環境の確保 

 

・ 市民の安全・安心を守る 

 防災対策の推進 

 防災体制の充実 

 

・ 都市の魅力を高める 

 3都市などの魅力向上 

 観光の振興と魅力の創出・発信 

 緑豊かで活力ある農山漁村づくりの推進 

 

・ 地域経済を活性化する 

 産業の振興 

 物流・港湾機能の強化 
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  (5) 市原市総合計画 

「市原市総合計画」（平成17年3月）は平成27年度を目標年次とし、まちづくりの

目標と、それを実現するための施策を示しています。 

 

   1) 将来都市像 

・ 『ともに輝く 元気なふるさと いちはら』 

 

   2) まちづくりの基本的方向 

・ ともに支えあうまち 

・ ともに培うまち 

・ ともに成長するまち 

・ ともに創造するまち 

・ ともに育むまち 

 

   3) 主な施策（港湾に関連する内容） 

・ 地域とともに発展する工業の充実 

・ 臨海工業地域の機能強化 

・ 新産業立地の促進 

・ うるおいのある水と緑に満ちた空間の形成 

・ 親水空間の整備 
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  (6) 袖ケ浦市総合計画 

「袖ケ浦市総合計画」（平成 22 年 3 月）は、平成 22～31 年度の 10 年間のまちづく

りや行政運営のあり方を定めるために策定されました。 

 

   1) 将来都市像 

・ 『 「自立と協働のまち」 人いきいき、緑さわやか、活力あふれる袖ケ浦』 

 

   2) 将来像実現に向けた施策展開 

・ 市民と行政のパートナーシップの実現 

・ 男女共同参画社会にふさわしい多様な子育て支援の整備 

・ 多様なニーズに対応した多面的な福祉施策の展開 

・ 多くの人々を惹きつける魅力あふれるまちづくりの推進 

・ 「生きる力」を育む教育と成熟社会にふさわしい生涯学習の推進 

・ 美しい地球と住みよいまちを守り継承する仕組みづくり 

 

   3) 主な施策（港湾に関連する内容） 

・ 防災・危機管理体制の強化 

 災害に強い体制づくり 

・ 活気ある商工業の振興 

 企業設備投資促進 

 企業誘致の推進 

 


